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榊原英夫
「インターナショナル・アカウンテイングの課題は 各国の会計原則や監査基
準の差異を明らかにするのみにとどまらない。かつて，国という，ひとつの社
会のなかで，一般に行なわれている実務のなかから，公正妥当なものを見出し
て，会計原則あるいは監査基準を成立させたように，国際的な経済社会の実務
のなかから，公正妥当なものを見出して，国際的な会計原則や監査基準を確立
しようと期待することも，決して夢ではないで、あろう。各国の会計や監査には
その背景にそれを生み出したそれぞれの社会環境がある。商法や税法などの法
制上の拘束もある。国境をこえて会計原則や監査基準を成立させるためには，
多くの障害を取除かなければならない。こうした障害を克服して国際的な会計
原則および監査基準を確立することは，現代企業会計がこれから取組まねばな
らない最新，かっ最重要な課題で、あると思われる。 ([19J，224頁)J
この引用文は， 30年ほども前に，我国における国際会計研究の先駆者である
染谷恭次郎博士によって，書カ亙れたものである。国際的な会計原則の確立とい
う課題は，国際会計基準の展開などによって，達成可能なものになりつつある。
しかしながら，この課題は，今日でもなお，会計基準の国際的調和化という未
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解決の問題として検討されている。本論の目的は，会計基準の国際的調和化の
必要性，調和化にとっての障害，調和化の本質を明らかにするとともに，会計
基準の国際的調和化の在り方に対する方向性を提示することである。
I 会計基準の国際的調和化の必要性
これまで多くの論者により，会計基準の国際的調和化の主要な必要性あるい
は利点として次のような4つの論点が指摘されてきている 10
① 証券投資の急速な国際化に伴い，投資家や財務分析家が，外国の財務諸
表を利用する機会が増加してきているが，彼らが外国の証券市場における投資
意思決定の重要な拠り所としている財務諸表が，各国ごとに異なる会計基準に
基づいて作成されていたのでは，適切な投資意思決定をすることはできない。
このため，投資家や財務分析家といった財務諸表の利用者の側から，外国の財
務諸表の理解可能性や比較可能性に対するニーズが高まっている。
② 資金調達の国際化に伴い，企業が外国の証券市場においてその株式や社
債を発行する場合，各国の証券取引を規制する機関は，しばしば，自国の会計
基準に基づいて作成された財務諸表の提出を要求している。したがって，複数
の国における証券市場で資金調達しようとする企業は，各国ごとに異なる会計
1 G. G. ミューラーとH.ガーノンと G. ミー ク([11]，p. 53)は，会計基準の国際的
調和化は必要ではないとの主張を「投資資金を得るための世界的な競争によって，投資家
が調和化を望む程度にまで調和化は促進されているので，調和化された国際会計基準は不
必要である。資金を必要とする企業は，財務諸表の利用者(資源提供者)に彼らが望むも
のを提供せざるを得ない。さもなければ，企業は，より高い利子率かあるいはより低い普
通株式の価格という形で，ペナルティーを支払うことになる。もし，利用者のニーズが国
際的に類似しているのであれば，その場合には調和化が，組織的な努力なしに，当然のこ
ととして生じるであろう。利用者のニーズが国際的に類似していない場合には，単一の会
計実務を要求することは，実際には状況を悪化させるかもしれない。会計は，それが機能
している環境に反応する場合に限り，目的に適合したものとなる。調和化を強制すること
は，多くの状況において，会計からその有用性を完全に奪い去るであろう。」と説明してい
る。
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基準に基づいて財務諸表を作成しなければならない。このため，財務諸表の作
成者としての企業の側から，財務諸表作成に費やされるコストの削減に対する
ニーズが高まっている。
③ 多国籍企業は，在外子会社の財務諸表を現地国ごとに異なる会計基準に
基づいて作成しなければならない。また，多国籍企業は，在外子会社の財務諸
表に，本拠地図では認められていない会計基準に基づいて作成されている部分
がある場合には，その部分を本拠地国の会計基準に基づいて組替えた上で，連
結財務諸表を作成しなければならない。このため，財務諸表の作成者としての
多国籍企業の側から，在外子会社の財務諸表や連結財務諸表の作成に費やされ
るコストの削減に対するニーズが高まっている。また，国際的に活動する会計
事務所の側からは，在外子会社の財務諸表や連結財務諸表の監査に伴う煩雑さ
の解消に対するニーズが高まっている。
④ 多くの発展途上国は，いまだ十分に体系的な会計基準を設定してきてい
ない。このため，発展途上国は，先進国からの資本投資を促進するために国際
的に通用するような国内基準を早急に設定する必要がある。しかしながら，こ
のような国内基準を短期間のうちに設定することは困難で、あるし，その設定の
ために相当のコストを費やさねばならない。発展途上国は，国際的な会計基準
をレディメイドの会計基準として採用することにより 高い水準の国内基準を
速やかに設定することができるし，その設定のためのコストを削減することが
で、きる 2。
この他に，会計基準の調和化による利点として，大規模な会計事務所の職員
2 J. M.サミュエルスとA. G.パイパー([17]， p. 82)は，会計基準の国際的調和化
のこの利点について， r国内会計基準を有しない諸国が，国際的基準によって，レディメイ
ドのシステムの採用が可能となるという点で国際的基準から便益を得るであろうとの議論
がある。かかる諸国は，彼ら自身の基準を作る必要はない，それらの諸国は， (おそらく，
多少の修正をして)国際的基準を採用できるであろう。このことが可能であるなら，それ
らの諸国は，このことによってもちろん多くの時間と費用を節約できるであろう。」と述べ
ている。
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の配置替え，合併のための企業評価，在外子会社の経営管理が容易になるなど
の点が指摘されている。
たとえば， C. ノブス ([12]， p. 118)は，会計基準の国際的調和化の利点
を次のように指摘している 30
3 この他にも多くの論者により，会計基準の国際的調和化の必要性あるいは利点が次のよ
うに指摘されている。たとえば， A.ベルカウイ [2J， p.58)は，会計基準の国際的調
和化の利点を「調和化には様々な利点がある。しばしば引き合いに出される支持論には次
のような利点が含まれている。第一に，多くの国にとって，十分に体系的な会計および監
査基準が未だに存在していない。国際的に容認された基準によって，これらの国にとって
の基準設定コストが除去されるだけではなしそれらの諸国は，直ちに，容認された国際
的会計基準の本流を構成することができるであろう 0 ・・・第二に，世界経済の国際化が
進展し，国際的取引・投資による国家聞の相互依存が高められたことが，何らかの形態の
国際的に一般に認められた会計および監査基準に対する主要な支持論として機能している。
このような基準の国際化は，また，国際的な取引，価格付け，資源配分意思決定を促進し，
国際的財務市場をより効率的なものにするであろう。第三に，資金計画にとって留保利益
が不十分な場合に会社が資本を外部から調達する必要性や外国からの借入の利用可能性に
よって，会計の調和化に対するニーズが高められてきた。実際，国の内外からの資本提供
者は，最善の投資・貸付意思決定をするために財務報告に頼ろうとするし，比較可能な報
告を望むもうとする。」と指摘している。また G. G.ミューラーと H. ガーノンと G.
ミー ク([11J，p. 53)は，会計基準の国際的調和化の利点を「会計基準の国際的調和化は，
世界中の会計情報の比較可能性を高め，国際財務報告における誤解の原因の一部を除去す
るであろう。比較可能性の増大は，財務諸表の分析を改善し，次に，利子率の低下や資源
配分の改善をもたらすであろう。また，ただ l組だけの財務会計基準を設定することによっ
て，企業はもはや複数組の財務諸表を作成する必要がなくなるであろうから，企業が費や
す時間と費用も節約されることになるであろう。最終的に，国際的な基準の確立は，多く
の国における会計の質を高めるであろう。」と指摘している。さらにまた， T. G.エパン
ス， M. E.テイラーおよびO. J.ホルズマン([5]， p. 84)は，会計基準の国際的調
和化の利点を「会計基準の調和化を促進する強力な支持論が，会計情報や財務情報の利用
者の立場から主張される。会計基準の比較可能性が国内の経済的意思決定および資源の効
率的配分に役立つなら，同じことが世界的なベースでの経済的意思決定および資源の効率
的配分についても言える。今日，ビジネスは，その範囲が国際的なものとなっており，ビ
ジネスは，国境を超えた経済活動となっている。ビジネスは，海外市場に投資を求める。ビ
ジネスは，外国にある施設を通して活動する(しばしば，これらの施設を所有する)。職業
会計専門家もまた，世界中で活動している。いわゆる『ビッグ6.11と言われる公認会計士
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「投資家および財務分析家がその株式の購入を希望するであろう外国企業の財
務諸表は，彼らにとって理解可能なものでなければならない。彼らは，さまざ
まな異なる国からの財務諸表が，信頼しうるものであり，比較可能なものであ
ることを確かに望んで、いる。少なくとも，彼らは，財務諸表の差異の本質やそ
の大きさについて精通することを望んでいる。 ・・・また，外国の株式が国内
の証券取引所に上場される場合，その証券取引所が， しばしば，国内の実務に
合致する財務諸表を要求するであろう。さらに，国内市場を超えてより広範囲
に新株を発行することを望む企業は，それらの新株発行を促進するさいに基準
化された (standardized)会計実務の利点がわかるであろう。.. 
国際的に活動していない企業も，また，これらの調和化へ向けての圧力を感
じるであろう。しかしながら，多国籍企業にとって，調和化の利点、はさらに一
層大きい。財務諸表を作成し，連結するために財務会計担当者によって払われ
ている多大な努力は，世界中から集められる財務諸表が同じ基準に基づいて作
成されているなら，かなり簡素化されるであろう。同じように，さまざまな国
にある子会社の業績評価のための比較可能な企業内部情報を作成する業務は，
さらに容易に行われるであろう。投資評価，業績評価および管理会計情報によ
るその他の意思決定利用の多くの局面において，調和化による利点、が生じるで
あろう。企業の乗っとりの可能性のための外国企業の評価もまた大いに促進さ
れるであろう。多国籍企業は，また，ある国から別の国への会計スタッフの配
置替えが容易になることがわかるであろう。
調和化から利益を得るであろう第三のグループは，国際的な会計事務所であ
る。大規模なアングロ・アメリカン会計事務所の顧客の大多数は，少なくとも，
事務所のほとんどは，国際的に活動している。会計基準の調和化を促進する強力な支持は，
この財務情報の作成者である多国籍企業から主張される。国ごとの会計基準の多様性によっ
て，これらの企業は，それらが活動する多くの国からの無数の会計上の要請に直面する。財
務報告の負担は，調和化の進展によって軽減されるであろう。それは，個別財務諸表およ
び連結財務諸表の作成プロセスを簡素化するであろう。」と指摘している。
49 (237) 
lつの在外子会社または在外支屈を有している。これらの企業の財務諸表の作
成，連結，監査は，会計実務が調和化されれば，それほど煩わしいものでなく
なるであろう。また，会計事務所は，職員の円滑な移動から利益を得るであろ
つ。J
また， J. N.タ←ナー ([2J，p. 58-59)は，会計基準の国際的調和化の
利点を次のように指摘している。
「会計実務の国際的調和化がもたらすであろう利点、に疑問を挟む余地はない。
調和化から生じるであろう最大の利点は，国際的財務情報の比較可能性であろ
う。この比較可能性は，『外国の』財務諸表の信頼性について現在ある誤解を除
去し，国際投資の自由な流れに対するもっとも重要な障害の lつを除去するで
あろう。与信者または投資家は，調和化された報告および会計に信頼を置くこ
とができるであろう。このことは，外国企業および政府の両者についての改善
されたリスク分析をもたらすであろう。よりよいリスク分析は，より少ないリ
スクプレミアムを意味する。したがって，それはより低い利子率を意味する。
このことは，国際資本の自由な流れを円滑にするであろう。投資家および財務
分析家は，国際的投資意思決定の拠り所とする信頼の置ける，理解可能な報告
書を入手できる。政府歳入当局にとって，多国籍企業の課税問題を処理するこ
とがそれほど困難でなくなるであろう。これらすべての利用者は，さまざまな
国で集められる財務情報が信頼でき，一貫しており，比較可能であること，ま
たは，少なくとも，差異の本質および大きさが開示されることが保証されるこ
とにきわめて大きな関心を持っている。
調和化の第二の利点は，異なる国の法律または実務に準拠する複数の報告書
が要求される場合，多様な財務情報を連結するために現在費やされている時間
とお金が倹約されるであろう点にある。.. . 
調和化から生じる第三の改善点、は，世界中の会計基準が，もっとも高い水準
に高められ，地域の経済，法律および社会状況と一貫したものになることであ
ろう。世界銀行がその報告書で強調したように，調和化は，少なくとも最低水
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準の適切な報告とそれに対応する教育を要求する。真の調和化を得るためには，
多くの国における会計実務の水準が実質的に高められなければならない。多く
の後進国の企業および政府によって提供される情報は，欠陥のある，不適切な，
しばしば信頼性のないものとして批判されてきた。世界銀行は，この欠陥を認
識し，それから資金を受ける国々に会計教育フ。ログラムを提供する援助を申し
出てきた。これは，もちろん，全体として会計専門家による多くの努力を必要
とするであろう仕事である。さらに，この最低限の国際的な水準の達成は，国
際的な経済発展を支援するであろう。というのは，多くの発展途上国にとって，
依存できる会計情報が，政府，資本市場および産業界から切望されているから
である。」
また， H.ジャーロン([8 J， p. 3-5， (訳)7-8頁)は，①発展途上国の
基準設定主体，②多国籍企業の財務諸表作成者，③国際的な資本調達，④国際
的な財務諸表利用者にとっての会計基準の国際的調和化(比較可能性)の利点
を次のように指摘している 40
「発展途上国の基準設定主体
比較可能性プロジェクトは，発展途上国全体の会計基準のレベルを引き上げ
ることになろう。すでに7カ国(ボツワナ，キプロス，マラウイ，マレーシア，
オマーン，パキスタンおよびジンバプエ)が IASCの基準を自国の基準とし
て採用している(1 A S C，198)。ジャマイカおよびシンガポールは， 1 A S 
を大幅に取り入れて圏内基準を形成した。発展途上国は，経済運営および資本
4 H.ジャーロン([8 ] p.5-6， (訳)10頁)は，これらの4つの利点以外に「規制当局
にとっての利点」を「比較可能な財務諸表から得られる利点は，前述したように国境を越
えた資本形成が促進されることにある。 SECの基本方針では，その最終的な目標は国際
的に統ーした開示制度の形成にあるといわれている。この目標を達成するための最も有望
なアプローチは，投資家保護のために十分な，そして各国が相互に容認し得る会計基準お
よび報告基準を形成することである。そのような基準によって，比較可能性が高められ，ま
た現在，国際資本市場で競合している各会社に対する不必要な規制上の負担が軽減される
ことになろう。」と指摘しているが，この利点は，③国際的な資本調達と④国際的な財務諸
表利用者にとっての利点と重複すると考えられる。
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調達の面で，先進国に対する競争力をもっために，より広く認められた会計制
度を必要としているといえよう。先進工業国で支持を得ている IASCの基準
を採用することは この点で発展途上国にとって有益である。
多国籍企業の財務諸表作成者
多国籍企業は，現在，その財務報告書を作成する場合，いくつかの，また場
合によっては多くの国々の圏内基準に従わなければならない。在外子会社は，
現地園で強制されている，または認められている会計基準に準拠して年次報告
書を作成し，それらの年次報告書が，連結財務諸表の作成のために換算され，
翻訳されなければならない。適切なデータを各子会社で収集し，それらを正し
く処理し得るようにするために，多国籍企業では，現地国および本国の双方の
会計規定に精通した専門家をかかえている。明らかに，これは当事会社にとっ
て費用のかかる仕事である。
国際的な経営活動は，これと同様の負担を多国籍企業の監査事務所にもかけ
ている。連結財務諸表に関する監査意見を表明するために，監査人は，親会社
の国の会計規定が遵守されているかどうか，また在外子会社の監査が，親会社
の国において一般に認められている監査基準に準拠して，実施されているかど
うかを確かめなければならない。
国際的な資本調達
国際的な資本調達を行うために，多国籍企業は，園内基準による比較可能性
の欠如を補う手段として，投資家，債権者およびその他の資金提供者向けの補
足情報を自主的に開示している。これは，国内財務報告の問題点を，費用をか
けて，内部的かつ短期的に解決しているにすぎない。
コスト・ベネフィットの観点からすれば，会社に対して同種の情報を開示す
ることを要求し，さらに国際的な会計団体によヮて承認され，かつ資本の提供
者によ、って認められる指針を会社に提供するようにすべきである。そうすれば，
海外の市場で資本を調達するコストは減少し，また資本調達の手続も目論見書
の相互承認によって簡略になるであろう。さまざまな市場で資本を調達するこ
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とができれば，全体としての資本コストは減少するはずである。
国際的な財務諸表利用者
財務諸表の比較可能性は，その利用者が投資の選択に関する意思決定を行う
場合に明らかに有用である。 Fideli tyGroupのフアンド・マネジャーのように，
多額の海外有価証券を購入する者は，現在，さまざまな固からの財務情報につ
いての国別の差異を調整するという困難と戦いながら，投資の選択に関する意
思決定を行っている。比較可能な財務情報が利用可能になれば，このような意
思決定は確実に行い易くなろう。」
田 会計基準調和化の障害
これまで多くの論者により，会計基準の国際的調和化の主要な障害要因とし
て次のような4つの論点、が指摘されてきている。①各国の会計基準の基礎にあ
る会計目的に差異が存在していること。②各国における会計基準がその経済的
影響を考慮、して設定されていること。③会計基準の調和化にさいして，税務へ
の影響を考慮、しなければならないこと。④発展途上国と先進国における情報ニ
ーズが異なっていること。
(1) 各国の会計基準の基礎にある会計目的に差異が存在していること
各国の会計基準の基礎にある会計目的に差異が存在している。多くの先進国
における会計基準は，各国の社会的・経済的環境に応じて，それぞれ異なる会
計目的を達成するために設定されている。たとえば，株主と債権者の利害調整
のために，配当可能利益を算定するといった会計目的が指向され，客観性や保
守的な会計処理を重視する会計基準が設定される場合がある。また，投資家を
保護するために，彼らの投資意思決定に有用な情報を提供するといった会計目
的が指向され，目的適合性や信頼性といった会計情報の特質を重視する会計基
準が設定される場合がある。これらの会計目的の優先順位は，国ごとに異なっ
ている。このため，国によっては，前者の目的が優先され，その制約のもとで，
後者の会計目的を指向する会計基準が設定される場合もあれば，逆に，後者の
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会計目的が優先され，その目的だけを指向する会計基準が設定される場合もあ
る。さらに，政府の政策策定に有用な情報を提供するといった会計目的が指向
され，統一的な会計基準が設定される場合もある。各国の会計基準の基礎にあ
る会計目的に差異によって，各国における具体的な会計処理基準に差異が生じ
ると考えられるので，会計目的に差異が存在していることは，会計基準の国際
的調和化の障害となっていると主張される。
たとえば， C.ノプス ([12J，p. 119-120)は，調和化に対する障害要因と
しての会計目的の差異について，「調和化に対するもっとも基本的な障害は，さ
まざまな国の会計実務の聞に現存する差異の大きさにある。第4章で論じた会
計システムの分類を用いる場合，アングロ・サクソン系とフランコ・ジャーマ
ンン系との聞においてはもちろんのこと，アングロ・サクソン系のなかでさえ，
いくつかの重要な差異がある。アングロ・サクソン系とフランコ・ジャーマン
ン系との間の差異は，会計情報を作成する理由のルーツにまで遡る。
株主のための公正な概観の表示と債権者あるいは課税のための保守的な表示
とに一般に二分化されることは，考え方や法における大きな変化なくしては，
克服できないほど難しい障害である。」と述べている。
また， G. G. ミューラーとH.ガーノンと G. ミーク([11J，p. 6)は，
各国の会計基準の基礎にある会計目的の差異について，次のように述べている。
「イギリスとアメリカの財務会計は，長年にわたってこのような情報ニーズ
(投資家と債権者の情報ニーズー引用者挿入)を指向してきた。さらに，これら
の諸国における証券市場は，大規模であり，発展している。その結果として，
企業の財務報告書には大量の情報が開示されている。また，収益性(つまり，
経営者の業績)の決定が，財務会計の目的とされている。
他の諸国(スイス，ドイツ，日本など)の状況は，企業のほとんどの資本ニー
ズを満たすような少数の巨大銀行によって特徴づけられている。所有もまた集
中する傾向にある。資源提供者の情報ニーズは，個人的接触や直接的な訪問と
いったかなり直接的な方法で満たされている。企業はほんの少数の債権者一一
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ことによると I人のこともありうる一ーだけに対応することになるので，直接
的な接触は，企業財務の健全性を監視するための効率的かっ実務的な方法であ
る。政府は公的な開示を要求しているので，企業は，やはり財務報告書を作成
している。しかし，驚くほどのことではないが，その財務報告書には，アメリ
カの企業の財務報告書ほどの情報は含まれそうにない。銀行が主要な資本の源
泉であるので，財務会計は，債権者保護を指向している。たとえば，破産にさ
いして銀行に『クッション』を提供するために，資産を保守的に評価したり，
負債を過大に評価する実務が見受けられる。これらの実務は，株主の配当要求
をj戚らすことにもなる。
フランスとスウェーデンは，さらに別の財務会計指向を示している。政府は，
国家の資源を管理するのに強力な役割を演じており，企業は，政府の政策とマ
クロ経済計画を達成することが期待されている。政府は，また企業が十分な資
金をもつことを積極的に保証しているし，必要ならば，企業に貸付けをしたり，
投資を行うことさえできる。財務会計は，政府の政策策定者の意思決定を指向
している。企業は，統一的な会計手続および、報告実務に従っており，このこと
は，政府のより適切な意思決定をもたらしている。」
(2) 各国における会計基準がその経済的影響を考慮して設定されていること
各国における会計基準は，必ずしも，その論理的妥当性や会計目的との整合
性に基づいて設定されるのではなく，時には，その経済的影響が，経営者など
のような有力な利害関係者の利害に合致するとの観点から，政治的な妥協の産
物として，設定される場合がある。たとえば，このような事例として，多くの
米国企業が貨幣負債ポジションにあり， ドル安傾向にあった状況のもとで，ア
メリカにおける財務会計基準書第8号(テンポラル法の適用)が，その基準の
経済的影響(多額の為替差損の計上をもたらす効果)のために，経営者の圧力
により廃止され，第52号(決算日レート法の選択適用)が設定されたケースを
指摘することができる。しかしながら，特定の会計基準の経済的影響は，各国
の状況により異なるし，その経済的影響を基準設定にさいしてどの程度考慮す
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るかは国ごとに異なるので，会計基準を国際的に調和化することが，政治的な
利害調整の問題となる可能性がある。したがって，各国における会計基準がそ
の経済的影響を考慮して設定されることは，会計基準の国際的調和化の障害と
なっていると主張される。
たとえば， C. ノブス([12J，p. 120)は，調和化に対するこの障害につい
て，「ごく最近注目されてきている別の困難性(調和化に対する障害-引用者挿
入)は，『経済的影響』の会計基準に対する効果である。会計基準の経済的影響
が国ごとに異なる限り，また会計基準の経済的影響が基準を設定する人々によ
り考慮される限り，経済的影響は，調和化を妨げる力となろう。」と述べている。
また， J.フラワー([ 7 J， p.372)は，会計基準の設定にさいして，その論
理的妥当性よりその経済的影響に対する考慮(実用主義)が重視される事例(外
貨表示財務諸表の換算方法における決算日レート法の採用)を「決算日レート
法は，ほとんど全世界中の会計界においてそのライバルを明らかに打ち負かし
た。このことは，本質的には，理論に対する実用主義の勝利である。テンポラ
ル法は，純粋理論の産物であった。実用主義者は，テンポラル法によって生み
出される数値を好まず，それをさらに望ましい数値を生み出す方法に取り替え
るように運動した。決算日レート法を正当化する要点は，財務諸表の作成者，
監査人および利用者といったそのほとんどの利害関係者に受け入れられる会計
数値を生み出す点にある。英国のACCAの調査が示しているように，研究者
だけは，明らかに満足していない。 FAS8の終震によって，基準設定フ。ロセ
スは，論拠，論理および会計理論を実務上の問題解決に適用するプロセスから，
もっとも多くの人々に受け入れられる解決を見つけだすプロセスへと変化した。」
と指摘している。
また， R. D. フィツジェラルド([6]， p. 24)も同様に経済的影響に対す
る考慮(実用主義)が重視される事例(税効果会計における部分的配分法の採
用)を「差異は，また，合意された概念フレームワークのないことによる整合
性のない国内基準設定活動からも生じる。プラグマティックな『基準設定』ア
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プローチは，相互に矛盾した結果をもたらしてきた。 1970代の初期， UKは全
面的な税配分を採用した。しかし，加速償却や租税上の他の優遇措置の結果と
して， UKの企業は，実質的な意味で負債を表さない多額の繰延税残高を計上
していることにすぐに気づいた。それらの企業の損益計算書には，税引後の利
益は半分に表示された。しかし，現金による税の支払は，ごく僅かであった。
これに対する対応は，該当する期間差異が逆転しそうな範囲内で，繰延税を準
備すること(部分的配分法一引用者挿入)であった。つまり，プラグマティッ
クな配慮により，促進された 1つの基準である。」と指摘している 50
なお， J.プレイクとA.オリオル ([4]， p. 10-11)は，会計基準の設定
にさいして，その経済的影響が考慮されているのが現実であるが，経済的影響
を考慮すべきか否かに関しては意見が分かれていることを次のよう指摘してい
5 J. プレイクとA.オリオル([4]， p.11)は，イギリスにおける会計基準の設定にさ
いして，その経済的影響が考慮された事例について次のように指摘している。 rUKにおい
ては，経済的影響についての議論は， USAにおけるほど広範なものになっていない。 U
SAではFASBがこの問題に関して多くの研究のスポンサーとなった。 UKのASCは，
リースを含むいくつかの課題に関する公開草案上で経済的影響の問題に言及した。試験研
究開発費の処理に関して興味ある事例が生じた。 ASCは，公開草案14号ですべての試験
研究開発費を消去するよう当初提案した。その後， この提案は，改訂され，その結果SS 
A P 13号は，一定の条件を前提として，開発費の償却を認めた。エクルおよびリフォード
の両氏とホープおよびグレイの両氏は，繰延を認めるASCの意思決定における主要な要
因として，国防上の契約に関する許容利益を計算する目的に使用される資本の定義に関す
る政府の規則との関連性を認識している。ホープおよびグレイは，さらに， AS Cのメン
バーの一人が，これらの規則を制定する政府の委員会にも所属しており，この経済的影響
の問題についての直接的な知識を有していたことを指摘している。 UKにおいては， AS 
Cは，そのような問題によって容易に影響されるように思われないように案じていた。た
とえば， AS Cは，繰延税に対して全面的配分法を規定した SSAPllを撤回し，部分的
配分法だけを規定した SS A P 15に置き換え，その立場を太きく転換した。 UK政府会計
機関の長官は，このことを政府が産業界からのロビー活動に応えてASCに影響を与える
ため圧力を加えた lつのケースであると述べた。にもかかわらず， AS Cの会長は，この
変更は，『不当な圧力によるものである』ことを否定し続けている。」
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「公表財務諸表は=利用を意図されている。そうでなければ作成する意味がな
い。公表財務諸表は，契約上の義務を確定するために利用される。たとえば，
それは，税務当局によって利用されたり，借入限度額を確定するさいに利用さ
れる。公表財務諸表は，また，意思決定の基礎として一連の利用者によっても
利用される。会計ルールの変更は これらの契約上の義務や意思決定者に変化
6 田中教授 ([20J，145-146頁)も，会計基準の経済的影響についての同様の認識を次のよ
う述べている。 r1970年代以降，会計基準の形成をめぐってさまざまな議論が活発に展開さ
れてきた。こうした背景としては，会計基準のあり方が企業をめぐる各種利害関係者にさ
まざまな経済的影響を及ぼすとの認識が定着してきたことがあげられよう。すなわち，広
範な経済的影響を及ぼす会計基準はいかに形成されるべきかが重要な問題関心となったの
である。
しかしながら，会計基準の経済的影響といっても，その内実については十分整理されて
おらず，確たる共通の理解があるわけではない。ここでは，一応会計基準の影響を，会計
の2つの基本的機能一一意思決定のための情報提供機能と会計責任の履行機能一一に基づ
いて，次のように大別しておこう。すなわち， 1つは，会計情報が投資家の意思決定を介し
て株価に影響を及ぼし，それを通じて投資家の富やマクロ的な資源配分に影響を及ぼすと
いう側面である。もう lつは，配当，課税，財務制限条項，格付け，経営者報酬，料率規
制，上場廃止基準など，会計数値に基づいて直接間接になされるさまざまな利害裁定のネッ
トワークを通じて会計基準が富や所得の分配などに影響を及ぼす側面である。
さらに，会計情報が意思決定や利害裁定に用いられることから，会計情報の送り手たる
経営者は，会計情報のもたらす影響をあらかじめ予測して会計を行うことになろう。たと
えば，会計基準の変更が強制されたり，情報の開示が拡大されたりすると，経営者は自己
に不利な影響が生じないように，企業行動そのものを変更する場合もあろう。こうした現
象は情報誘導 (informationinductance)と呼ばれているが，アメリカの会計基準設定機
関である財務会計基準審議会 (FASB)における会計基準の形成においてもしばしば重
要な論点となってきた。たとえば，研究開発費の即時費用化は企業の研究開発投資を抑制
するのではないかとか，あるいは，為替差損益の即時認識は為替リスク管理に大きな影響
を及ぼすのではないかというように，会計基準が企業行動に及ぼすであろう影響が会計基
準の形成に際して重要な問題となったのである。
しかしながら，会計基準の形成において，会計基準の経済的影響に関する問題をどのよ
うに位置づけるかについては，意見が分かれている。たとえば，会計基準の経済的影響な
ど顧慮することなく経済的実態を忠実に反映すべしとする立場から，会計基準をマクロ的
な経済目標を達成するための道具とみる立場まで，多岐にわたっている。」
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をもたらす。つまり，このことは，『経済的影響』をもたらす。会計ルールがこ
れらの経済的影響をもたらすので，一連の利害関係者，特に会社経営者は彼ら
がもっとも有利な結果と考えることのためにロビー活動をする。 USAにおい
ては，経済的影響の問題およびそれに伴うロビーイストからの圧力は，会計規
制における職業会計人の役割の正当性に対して基本的な挑戦を課すものとみな
されてきている。会計規制機関が，この挑戦に応えて『政治的』感受性を育む
ことを会計人の役割の存続にとって必要不可欠なことと考える論者がいる。し
たがって，彼らによれば， APBの終震はこのように応えなかったことに一部
起因していると考えられている。そのような感受性は，民主主義社会において
は，正当なものと考えられている。
FASB会長は，プライベイトセクターによる規制を保持すべきであるなら，
ロビーイストが節度をもつべきであると訴えた。他方，会計士が専門性の欠如
した考察によって影響されるように思われるなら，彼らはその信頼性を喪失す
ると主張する論者がいる。ゼフは，中間的な方針を主張する。つまり，会計規
制は，基本的には専門的な論拠に基づくべきであるが，容認可能性を確保する
ためには経済的影響を認識すべきである。(経済的影響を考慮すべきか否か-引
用者挿入)いずれの見解を採ろうと，会計規制に影響を与える『経済的影響」
の問題について充分に実証された事例が，多くの国に存在することは明らかで
ある。公表財務諸表の契約上の利用も意思決定上の利用も国ごとに異なるので，
r経済的影響』の圧力もまたさまざまである。」
(3) 会計基準の調和化にさいして，税務への影響を考慮しなければならない
こと
いくつかの国(ドイツ，フランス，日本等)における税法は，原則として課
税所得の計算を企業会計(商法会計)上の利益計算に依存させる方式(確定決
算主義・基準性の原則7)を採用している。確定決算主義・基準性の原則は，税
7 浦野教授 ([23]，3頁)は，確定決算主義と基準性の原則との関係を「法人税の課税所得
の計算には，企業会計上の決算を基礎にする方式と，企業会計から切り離して必ずしも企
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法による強制規定に反するような場合を除いて，原則とじて企業会計(商法会
計)上の確定決算を基礎にして課税所得を計算すべしとの要請を意味する。ま
た，この確定決算主義・基準性の原則は，結果として，税務上において特定の
会計処理基準の適用を認めるためには，その会計処理基準を企業会計(商法会
計)上においても適用しなければならないことを要請することになる。このよ
うに，課税所得の計算において適用したい会計処理基準が企業会計(商法会計)
においても適用されるように要請されることを逆基準性という 8。したがって，
業会計上の計算法には拘束されない方式がある。前者のように課税所得の計算を企業会計
上確定Lた決算を基準にする仕組みは，ふつう，確定決算基準主義(確定決算基準と略称
してもよい。)または確定決算主義といわれている。 ・・・わが国の確定決算基準主義は，
通説的にはドイツ所得税法上の『商事貸借対照表の税務貸借対照表に対する基準性の原則』
(これは，『基準'1生の原則』または単に『基準性原則』と略称されている。)に由来すると見
られ， ドイツの基準性原則とはほぼ同じであるともされている。」と説明している。
8 岡田助教授 ([14J，167-169頁)は， ドイツにおける逆基準性について，「確定決算主義
は，ドイツにおける『税務貸借対照表の商事貸借対照表に対する基準性の原則JI(Grundsatz 
der Masgeb1 ichkei t der Handelsbi lanz fur die Steuerbi lanz :基準性の原則)に
その源泉がある。.. 
基準性の原則は，若干の調整はあるものの，課税所得を原則として商法上の企業利益に
求めるから，税法の商法典に対する原則的依存関係を表す。ただ， ドイツでは，基準性の
原則は単なる法体系の問題ではなく，商法典に依存することによってG0 B (正規の簿記
の原則一引用者挿入)に基づき課税所得計算が行われる， という考え方である。 ・・・基
準性の原則は逆に，税法が許容する特別評価規定を適用することができるのは，それがす
でに商法典上の利益計算で適用されているときに限る，ということにもなる。このように，
商法典上の利益に基づいて課税所得が算定されるはずのところを，逆に税法上使用したい
処理方法を商法上の会計処理方法でも使用するという現象を『逆基準性』という。この逆
基準性は， 1990年の所得税法改正で第5条第2文が挿入されることにより，所得税法上包
括的に規定されることとなった。」と説明している。なお，浦野教授 ([23J，130-131頁)に
よれば， ドイツにおける逆基準性は， 1990年の所得税法第5条 I項において， r 1段 法律
の規定に基づき記帳及び定期に決算を行う義務を負っている営業者，または法律上の義務
はないが，記帳し定期に決算を行う営業者は，事業年度末において，商法上の正規の簿記
の原則に従って明示すべき事業用財産(第4条 I項l段)を表示する。
2段 利益(課税所得)の算定にあたり，税法上の選択権は，商法上の年次貸借対照表
と一致して実施されるべきである。」と規定されている。
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確定決算主義・基準性の原則を採用している諸国においては，ある特定の会計
処理基準(たとえば，工事完成基準)が，国際的な会計基準として容認されな
い場合には，その会計処理基準を税務上も適用できないことになる。このため，
国際的な会計基準を設定する場合，税務上の影響を考慮した上で，会計基準の
調和化がなされる必要がある。それ故，いくつかの国において確定決算主義・
基準性の原則が採用されていることは，会計基準の国際的調和化の障害となっ
ていると主張される。たとえば，野村教授([13]， 56-57頁)は，確定決算主義
が会計基準の国際的調和化の障害となっているとの主張を次のように述べている。
「会計基準の国際的調和化を促進する上で大きな阻害要因となっているのは，
企業会計に税務会計基準が深くコミットする確定決算主義にある o 各
国が採っている税法と企業会計とを調整させる方式は大きく言って2つある。
その Iは，財務諸表を税法規定とは分離した会計原則・方法に従って作成さ
せる方式(分離申告制方式)である。この方式は，アメリカ，イギリスなどで
採用しており，2組のルールとしての会計基準と税法規定とを分離独立して適用
また，黒川教授([10]，191-192頁)は，フランスにおける逆基準性について rフラン
スにて会計とりわけ，個別財務諸表と税との関係を考える上でまず第 lに取り扱われる規
定がある。租税一般法 (Codegeneral des impots : (CGI)) 38条第4項では税務的所得(利
益)を決定する場合に，『企業は税基準と相容れない場合を除き，プラン・コンタプル・
ジェネラルにより規定している定義を重んじなければならない』としている。この規定は，
税基準を優先させ，基準がないときにプラン・コンタプル・ジェネラルを含めた税規定以
外の法規定を用いると解される。租税一般局官報 (Bulletin officiel de la direction 
general des impδts. 4 G-6 -84)によるとそれを用いる例は，財務諸表の表示形式，税務
的利益の算定，税務申告のときに添付するデータをあげている。これは形式面についての
み基準がないときプラン・コンタプル・ジェネラルの適用例で、ある。実質面で税法と対立
する会計規定があるとき，企業は税法の規定を用いて会計処理を行い，プラン・コンタプ
ル・ジェネラルに基づく財務諸表でこれが表示され，逆基準が発生することとなる。この
形式面，実質面双方にわたる逆基準もこれまで大した批判も生ぜずに，むしろ当然のこと
としてフランスでは扱われてきており，むしろ，長所のみ強調されてきた。J と説明してい
る。
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し，相互に関連させないものである (ASモデル)。
したがって，税法規定から独立した投資家にとって投資意思決定に有用な会
計基準を適用していくことが可能となるので，収益力表示を重視した実態開示
の財務諸表を作成していくことができる。
その2は，若干の特定税務目的のためのものを除いて，財務諸表の作成を税
務上の会計原則・方法に基づかせる方式(統一申告制方式)である。この方式
は，フランス， ドイツ等の多くの欧州大陸諸国や日本が採用してきたものであ
る(仏独モデル)。この方式では，企業会計基準に従って作成する財務諸表を，
課税標準の決定に対しても用いていくものである。
税務上の特典を得ょうとすれば，財務諸表においても税務規定に準拠した会
計処理を適用していくことになるため，実態開示的な財務諸表の作成を困難に
するのである。
財務情報の国際的な比較可能性を達成するために， OECDの『会計基準調
和化第3号報告書』では，税務申告と財務報告との分離方式を支持している。
会計基準を改正するに当たり，税務的考慮をしないで実施することができ，そ
のことによって，各国は会計基準の国際的調和を一層高めていくことができる。」
また，上記の野村教授の見解において言及されているOECDの「会計基準
調和化第3号報告書』によれば， OECD加盟国によって使用されている課税
所得の計算方式には， 2つの方式(統一申告方式と分離申告方式)があるが，各
加盟国が分離申告方式を採用することによって，会計基準の調和化が促進され
るとの主張が次のように指摘されている。
「財務諸表は，税務ルールから独立した会計原則および方法に準拠して作成さ
れる(分離申告方式一引用者挿入)。デンマーク，オランダ，連合王国およびア
メリカ合衆国は，このアプローチを採っている。会計ルールと税務ルールといっ
た2組のルールは，独立的に実施され，原則として相互に作用することはないo
財務諸表の表示は，会計原則および会計基準に基づいている。ただし，特別
の税目的を満たすためのいくつかの例外がある(統一申告方式一引用者挿入)。
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この方式は，税法が財務諸表を表示する特定の方法を規定していない諸国にお
いて採用される可能性がある。これらの諸国では，一般に認められた会計原則
に準拠して作成される財務諸表は，税務申告の基準額を算定するため使用でき
る。しかしながら，税務報告書と財務諸表との聞に密接な関連が見られるほと
んどの諸国において，たとえば，フランス， ドイツ，イタリア，ポルトガルに
おいて，特別の税目的を反映するためのこの原則に対する多くの例外がある。
これらの場合，税務上のルールは，一般に認められた会計原則より優勢である。
いくつかの税務上の恩典を得るために企業が財務諸表において税務報告上の処
理法を使用しなければならないかどうかという問題が生じる([15J，pp.9-10)o...
財務報告書の表示が，税務申告書の表示から独立的になされれば，このこと
は，金業が財務諸表の 1つの特定の利用者の要請，つまり，国の税務当局の要
請を満たそうと努める必要がなくなるので，企業が開示を要請される情報の国
際的調和化に関する困難性を実質的に減少する。その他の利用者の要請，つま
り，株主，経営者，潜在的投資家，現在および将来債権者，企業の業績の監視
に関心をもっている(税務当局以外の)監督官庁の要請は，さらに一層容易に
満たされる。これらのさまざまな財務諸表利用者の要請は，必ずしも一致して
いるわけではないけれども，それらは，大筋で調和化できる。
税務報告と財務報告の明確な分離は，一方で税務当局への制約を除去すると
同時に，他方で財務諸表の作成者および利用者に対する制約を除去する。税法
上の変更が，財務諸表に対する影響を考慮することなく行われる。会計基準は
税務に対する影響を考慮することなく変更できる。財務報告に対する税務上の
制約を除去することによって，加盟国は，会計基準を調和化する能力を高める
であろう([15J，p. 21)oJ 
なお， OECDの『会計基準調和化第 3 号報告書~ ([15J， p.45)によれば，
OECD加盟国は，表 1のように課税所得の計算方式(統一申告方式と分離申
告方式)を採用している。
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表l 企業利益と比較した場合の課税所得の算定方法
分離申告諸国 統一申告諸国 l
(ヨーロッパ諸国)
ドイツ × 
ベルギー × 
デンマーク × 
スペイン × 
フィンランド × 
フランス × 
ギリシヤ × 
アイルランド × 
イタリア × 
ルクセンプルグ × 
ノルウェー X* 
オランダ
ポルトガル × 
連合王国 × 
スウェーデン × 
スイス
(その他の諸国)
オーストラリア × 
カナダ × 
アメリカ合衆国 × 
日本 × 
ニュージーランド × 
トルコ × 
*ノルウエーについては， OECDの『報告書』では，統一申告諸国に含められていたが， 1992 
年に統一申告から分離申告に移行したので([9 J， p.786)，分離申告として表示した。
(4) 発展途上国と先進国における情報ニーズが異なっていること
発展途上国における会計に対する情報ニーズは，先進国におけるそれと異なっ
ている。さまざまな社会的・経済的環境のもとにある発展途上国における情報
ニーズを画一的に決定することは，困難であるが，少なくとも， ミクロレベル
で、の投資家の情報ニーズより，マクロレベルでの政府のJ情報ニーズを重視する
必要があるように思われる。発展途上国と先進国における情報ニーズの差異は，
先進国の聞における情報ニーズの差異以上に大きいと考えられる。したがって，
会計基準を調和化する場合，先進国における情報ニーズ(たとえば，投資意思
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決定に対する投資家のt情報ニーズ)だけではなく，発展途上国における情報ニ
ーズ(たとえば，経済政策の立案に対する政府の情報ニーズ)も考慮する必要
があると考えられる。このため，発展途上国と先進国における情報ニーズが異
なっていることは，会計基準の国際的調和化の障害となっていると主張される。
J. M.サミュエルスとA.G.パイパー([17]， p. 106)は，この主張を「検
討されるであろう調和化に対する最後の反対論は，発展途上国がそれらの会計
システムに対して先進国のニーズとは異なるニーズを有しているという議論で
ある。」と述べている。この主張は，現実の会計基準の国際的調和化が，発展途
上国における情報ニーズを無視し，先進国における情報ニーズだけに焦点を当
てて展開されているとの問題点として，指摘されている。
たとえば， J. M.サミュエルス([16J，p. 69)は，発展途上国における会
計に対する情報ニーズは，先進国におけるそれと異なっているが，国際的な会
計基準が前提としている会計システムは，先進国における情報ニーズに基づい
てとの問題点を次のように指摘している。
「これ(政策策定や稀少資源の配分のための情報-引用者挿入)は，発展途上
国がより効率的な意思決定に対して必要としている数量的情報のタイプである。
それは会計ではないと主張できるかもしれない。しかし，何故，会計を財や現
金についての直接的なフローの記録・測定に限定すべきであるのか。われわれ
がそのような情報を提供しないなら，他の人々が提供するであろう。発展途上
国にとって，そのような情報は， リース会計や年金会計のような問題に関する
かなり暖昧な指針以上にさらに目的適合性がある。
周知の通り，これらの諸国の現実問題として，貧困，不平等な富の分配，地
域的格差，不十分な圏内貯蓄，多額の対外債務，低い技術水準，教育を改善す
る必要性が挙げられる。これらの諸国は，非効率な大きな公共部門ゃうまく組
織化されていない資本・金融市場によって特徴づけられる。民間部門は，投資
意思決定のわずかな部分に対して責任を負っているにすぎない。
国際的な会計基準の背後にあるモデルとしての財務報告システムは，十分に
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組織化された効率的な資本市場が存在する市場において，投資意思決定が金融
機関や民間投資家によって行われる状況に対して設計されている。このような
状況は，発展途上国における状況ではない。」
また， J. M.サミュエルスと J.C.オリガ([18]， p. 82)は，同様の問
題点を次のように指摘している。
「発展途上国においては，先進国において要求されるものとは異なる情報
が，公開されるべきであると主張される。問題は異なっている。つまり，重要
であると考えられる問題が，異なっている。国際会計基準は，先進国における
利用者のニーズに基づいている。したがって，それらは，エジプトや他の発展
途上国のニーズに特に適合するものではない。エジプトにおいては，開発戦略
がどのように機能しているか，地域政策がどのように機能しているか，資金が
エジプトへ流入しているか流出しているか，などを確認できることが必要で、あ
る。国際的基準に従って作成される財務諸表が，小数の外国の私的投資家のニ
ーズに役立つであろう場合 これらの投資家は，この国における資本市場のほ
んのわずかな部分を構成しているにすぎない。エジプトにおける企業の業績を
報告するさいに，企業は，その社会の主要な問題に適した情報を提供すべきで
ある。公開される会計数値および基準は，経済的意思決定に有用なデータと圏
内で生じている社会的政治的論議にとって必要なデータを提供すべきである。
会計情報は，政治的に中立なものではない。発展途上国自身とは異なる社会
的，地域的，政治的，経済的環境にとって理想的な国際的基準を発展途上国が
採用するように仕向ける場合，われわれは，良いことをするというより有害な
ことをすることになるかもしれない。われわれは，われわれが促進しようとし
ている経済システムをその国の内部において破壊することにを手を貸すことに
なるかもしれない。われわれは，会計人として，国際的な取引に適した会計シ
ステムを設計すること以上に，ある国のニーズにもっとも適した会計システム
を設計することに関心をもつべきである。」
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N 会計基準の国際的調和化の在り方
会計基準の国際的調和化の在り方は，調和化という用語の意味内容， とくに
基準化 (standardization)・統一性 (uniformi ty) といった用語との対比にお
いて示されるその意味内容のなかに，提示されていると考えられる。このため，
ここでは，まず，多くの論者によって示されている調和化という用語の意味内
容を整理し，調和化の本質を明らかにする目。次に，会計基準の国際的調和化の
在り方に対する方向性を提示する。
(1 ) 調和化の本質
多くの論者によって，調和化という用語は，基準化・統一性といった用語と
の対比においてその意味内容が示されているへたとえば M.ザファー・イク
9 D. プレスフォード([ 3 J， p.100)は，調和化という用語の使用に反対して， r付言す
れば，われわれは，『調和化~ (harmonization)という用語を用いたくない。その用語には，
それ自身のために達成される政治的目的，つまり，最低限の公分母アプローチというニュ
アンスがある。 FASBは，調和化がいかなる犠牲を払ってでも達成する何かを意味する
とするならば，調和化は価値ある目標であるとは思わない。目標は，優れた国際的基準を
開発することに向けられるべきであると思う。われわれは，かかる目標を達成するための
プロセスを会計基準の r国際化~ (Internat ional izat ion)と呼ぶであろう。Jと述べている。
10 C.ノプス([l2J， p. 117) は，調和化と基準化という用語について，「『調和化~ (Har-
monizat ion) とは，会計実務の多様性を制限することによって，その比較可能性を高める
プロセスである。『基準化~ (standardization)は，より厳格なルールを課すことを意味す
る。しかしながら，これら 2つの用語は，会計においては，専門用語と言っていいほどの
ものになってきている。それらの用語の意味を通常の相違に頼ることはできない。調和化
は， EC委員会および理事会からの超国家法規と結合する用語である。基準化は， 1 A S 
Cと結合する用語である。実際上の効果は， ECの『調和化』は， 1 A S Cの『基準化』よ
り強力で、ある。」と述べている。
また， ]. S. W. タイとR.H.パーカーは， rlF調和化j(harmonization) と『基準
化~ (standardization) という用語は，会計実務や会計文献においてかなり暖昧に使用さ
れている ([21J，p. 71)oJ と述べた上で，調和化と基準化という用語について次のように
述べている。「調和化(プロセス)は，実務の完全な多様性からの離脱である。したがって，
調和(状態)は，会社を 1つまたは幾つかの利用可能な方法に帰属させ，グループ化する
ことによって示される。基準化(プロセス)は，統一性(状態)に向けての動きである。基
準化は，調和と結びついたグループ化を行い，利用可能な方法の数を減少させることを含
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パルとT.U.メルシャーとA. A. エルマラ ([24J~ p. 34-35)は，基準化
と調和化という用語について次のように述べている。
「会計情報の比較可能性は，国際取引および投資にとって重要である。問題
は，比較可能性の達成の仕方にある。会計ルールの基準化 (standardization)
は，完全な比較可能性を保証するであろう。
しかしながら，会計ルールの完全な基準化が実行可能であることに疑問を抱
いている多くの人々がいる。各国のニーズと結び付いた特定のニーズが存在す
るので，各国ごとの会計基準が必要となる。 Iつの解決策として，調和化
(harmoni za t i on) という概念が，広く受け入れられてきている。会計基準の調
和化は，国家間の差異を最小限に押さえるべきであることを意味する。代替的
会計ルールまたは実務は，それらが互いに『調和して』おり，調和化できる限
り，さまざまな国に存在するであろう。調和化は，また，次のことを意味する
場合もある。つまり，いくつかの固からなるグループは，類似の I組の会計基
準に合意するが，その基準からの離脱が，開示され，容認される基準と調整さ
れなければならないことを要請する。さらに，調和化は，財務情報が園内会計
基準と国際会計基準に準拠して作成されることを意味する場合もある。そのよ
うな場合，差異は，異なる会計基準の会計d情報への影響を利用者に伝えるよう
に調整される。J
また， A.ベルカウィ ([2J，p. 57-58)は，調和化と基準化という用語に
ついて，「調和化 (Harmoniza t i on)は，長い間，完全な基準化 (standardization)
む・・・。したがって，調和と統一性は， 2つに分けられるものではない。図lに示されて
いるように，前者は，多様性と統一性という両極の状態を除く，これら 2つの状態の間に
ある連続体上の任意の点である ([21]， p. 73)。
完全な多様性
図1 調和化と基準化
調和化/基準化
(プロセス)
調和/より大きな統一性
(状態)
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統一性
と誤って関連づけられてきた。それは，実質的に基準化とは異なる。 ・・・い
ずれの国も，国の資源を保護し，コントロールすることを目的として，国内レ
ベルでのルール，根本原理，目的を持っている。このナショナリズムの側面が，
最終的に各国の会計システムに影響を与える特定のルールおよび測定基準をも
たらす。調和化は，第一のステップとして，こういった国家の特質を認識し，
それらを他の国の目的と調整しようとすることである。第二のステップは，容
認しうる程度の調和化を達成するために，これらの障害のいくつかを訂正また
は除去することである。」と述べている。
また， J. M.サミュエルスとA.G.パイパーは，「決定しなければならな
い最初のことは，議論している問題が何であるかということである。それは，
国際的統一性なのか，国際的基準なのか，あるいは国際的調和化なのかという
ことである。これら 3つの用語は，文献上頻繁に見受けられるが，必ず、しも定
義されているわけではない([17J，p. 56)oJと述べた上で，統一性，基準，調
和化について次のように述べている。
「経二位 (Uniformi ty) とは，すべてのことが規則的であり，同質的であり，
多様性のない状態である。それは，同一性を意味し，この意味ですべての会計
原則および実務が同一で、あることを意味する。
基準 (Standards) とは， 1つの権威づけられた測定単位モデルである。した
がって，会計における基準化に向けての試みは，会計処理方法における統一性
を導入する試みである。
調和化 (Harmoni zat i on)とは，異なるシステムを結合する試みである。それ
は，さまざまな実務を混ぜ合わせ， 1つの秩序ある構造に組み込むプロセスであ
る。 ・・・調和化は，まず，合意点と合意できない点を指摘するために異なる
会計システムを比較・検討し次に，これらの異なるシステムの結合に向けて
努力することに係わる。統一性を望ましいものと考える人々は，第一段階とし
て，異なるシステムを比較する必要がある。次に，彼らは，ある程度の一致は，
好都合であることを他の人に説得する必要があろう。さらに，彼らは，時間を
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かけて差異を除去しながら，調和化に向けて努力するであろう。彼らは，権威
づけられたモデル(1組の基準)の容認に向けて努力するであろう。このこと
が達成したとき，統一性が存在するであろう。
したがって，通常の用語法によれば，このプロセスにおける各段階は，次の
ように考えられる。つまり，比較>調和化への動き>合意された基準の作成>
統一性。もちろん，このプロセスにおけるどの段階においても止まることがで
きる([17]， p. 56-57) 0 J 
以上述べた調和化という用語の意味内容を整理すると，調和化の本質は，次
の2つに集約できると考えられる。
① 調和化は，財務諸表の比較可能性を高めるために会計実務の多様性(容認
される代替的会計処理基準)を制限するものであるが，完全な統一性を目的
とするものではない。
② 調和化は，異なる基本的目的を有する会計基準(会計システム)を結合す
る試みである。したがって，調和化は，会計目的の差異から生じる代替的会
計処理基準を容認するものである。
(2) 会計基準の国際的調和化の在り方
前述した会計基準の国際的調和化の必要性，その障害，その本質に関する議
論に基づいて会計基準の国際的調和化の在り方を提示する。 J. S. アーパン
とD. D. アルハシムの見解が，調和化の在り方の進むべき方向性を示唆して
いると考えられる。このため，調和化の在り方に関する彼らの見解を説明した
後，それを拠り所にして，調和化の在り方に関する私見を提示する。
J. S.アーパンと D. D.アルハシム([1 J， p.35)は，「多くの学者は，
会計報告書の国際的比較可能性を創り出すために，会計基準および手続の世界
的な調和化を促進すべきであると提案してきた。このニーズに応えるために， 3 
つの会計モデ、ルが文献上で、認識され，議論されてきた。」と述べ，従来展開され
てきた調和化の在り方を次の3つの会計モデルとして認識している。
①完全統一化モデル (Absolute Uni formi ty Model)，このモデルによれば，
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状況または利用者のニーズの差異に関係なく， 1組の会計方法および報告書が存
在する。
②状況別統一化モデル (CircumstantialUniformity Model)，このモデルに
よれば，異なる状況のもとでは様々な経済的事実に対して異なる会計方法およ
び報告書が使用される。
③目的別統一化モデル (PurposiveUniformity Mode1)，このモデルによれ
ば，適切な会計方法，会計基準および会計報告書の決定要因として会計情報の
利用目的が考慮される。
J. S.アーパンとD.D.アルハシム([1 J， p. 38-39)は， 3つの会計
モデルのうち目的別統一化モデルについてのさらに詳細な説明を次のように述
べるとともに，目的別統一化モデルをあるべき調和化の在り方とする見解を次
のように示唆している。
「目的別統一化モデルという概念は，実用主義 (uti 1 i tarian)である。つま
り，会計情報の利用目的が，適切な会計方法，会計基準および会計報告書を規
定する。利用目的に対応するそのような会計方法および会計基準の例には，異
なるコストアローに対する棚卸資産評価に用いられる異なる会計方法(先入先
出法または後入先出法など)や異なる利用者ニーズ(つまり，与信者，投資家，
経営者などのための財務諸表の作成)に対して適用される異なる会計基準(歴
史的原価基準または取替原価基準など)が含まれる。
状況別統一化モデ、ルと目的別統一化モデ、ルとの主要な差異は，前者のモデル
は異なる状況に対して柔軟であるのに対して，後者のモデルは，異なる状況と
異なる目的の両方に対して柔軟である点にある。目的別統一化モデルのもとで
は，異なる目的(またはニーズ)が特定の会計基準の使用を要求する。そして，
異なる状況が特定の会計手続の使用を要求する。その各々が特定の事実のもと
での会計基準の適用を正確に反映する。他方，状況別統一化モデルによれば，
異なる状況が認識されれば，適切な会計方法および会計基準が，会計情報の利
用者の目的とは関係なく，これらの状況から事実上生じるo 会計基準
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の調和化について述べる場合，モデ、ルを特定する必要がある。環境要因の差異
が異なる会計システムの使用を要求することをここで強調しておきたい。図2.2
は，異なる会計公準，概念および基準がどのように文化的，社会的，政治的，
法的および経済的状況に適合するかを体系的に表示している。
図2.2 会計公準および会計基準に影響を与える環境要因
要するに， J. S. アーパンと D. D. アルハシムによれば，各国の環境要
因の差異が，異なる会計公準，会計目的概念，会計基準を要求することが強調
されている。つまり，各国の環境要因の差異によって異なる会計システムが採
用されていることが強調されている。
会計基準の国際的調和化の在り方の進むべき方向性を検討するさいに，強調
すべき点は，各国における会計基準というものは，それぞれの国の文化的，社
会的，政治的，法的および、経済的状況に適合する会計目的を指向して設定され
ている点である。つまり，各国における会計基準は，同じ会計目的を指向して
設定されているわけではないという点である。したがって，会計基準を調和化
するさいに，特定の会計目的に優先性を与え，別の会計目的との関連が明らか
な会計処理基準までをも除去することは，財務諸表の形式的な比較可能性を高
めることにはなるが，その実質的な有用性をそこなうことになると考えられる。
それゆえ，会計基準を調和化するさいに，もっとも重要なことは，会計目的の
差異から生じる差異とそうでない差異とを区分し，調和化の対象とすべき差異
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を後者の差異に限定することである。このため，各国において，その会計基準
の基礎にある会計目的と個々の会計処理基準との関連を明示するための概念フ
レームワークを構築することが是非必要であると考えられる。このような在り
方で会計基準の国際的調和化を推進する場合，発展途上国における情報ニーズ
を会計基準の国際的調和化にどのように取り入れるかといった重要な問題が生
じるが，会計基準の国際的調和化の主要な必要性は，先進諸国聞における会計
基準の調和化により満たされると考えられるし，また発展途上国における情報
ニーズは極めて多様で、あると同時に流動的であり，会計基準を持たない国もあ
ることなどから発展途上国を含めた調和化は極めて困難であると考えられる。
したがって，実際には，会計基準の国際的調和化は，先進諸国間における会計
基準の調和化として推進せざるをえないと考えられる。具体的には，会計基準
の国際的調和化は，会計目的との関連が明らかでない会計処理基準を除去する
ことを基本的な方針として，次のような方法で行われるべきであると考えられ
る。
① いずれの会計処理基準も会計目的との関連が明らかでない場合には，もっ
とも一般的に採用されている基準を容認し，他の基準を除去すべきである。
② ある会計処理基準は，特定の会計目的との関連が明らかであるが，他の
会計処理基準は，会計目的との関連が明らかでない場合には，前者の基準
を容認し，後者の基準を除去すべきである。
③ ある会計処理基準は，特定の会計目的との関連が明らかであり，他の会
計処理基準は，別の会計目的との関連が明らかである場合には，それぞれ
の基準を代替的な会計処理基準として容認すべきである。
V むすび
本論文は，会計基準の国際的調和化の必要性，調和化にとっての障害，調和
化の本質を明らかにすることによって，会計基準の国際的調和化の在り方に対
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する方向性を提示した。第I節において，会計基準の国際的調和化の主要な必
要性あるいは利点として4つの論点を明らかにした。つまり，①投資家や財務
分析家が，外国の財務諸表を利用する場合，その財務諸表が，各国ごとに異な
る会計基準に基づいて作成されていたのでは，適切な投資意思決定をすること
はできない。このため 財務諸表の利用者の側から，外国の財務諸表の理解可
能性や比較可能性に対するニーズが高まっている。②外国の証券市場で資金調
達しようとする企業は，各国ごとに異なる会計基準に基づいて財務諸表を作成
しなければならない。このため，財務諸表の作成者の側から，財務諸表作成に
費やされるコストの削減に対するニーズが高まっている。③多国籍企業は，在
外子会社の財務諸表を現地国ごとに異なる会計基準に基づいて作成じなければ
ならないし，在外子会社の財務諸表を本拠地国の会計基準に基づいて組替えた
上で，連結財務諸表を作成しなければならない。このため，在外子会社の財務
諸表や連結財務諸表の作成に費やされるコストの削減に対するニーズが高まっ
ている。④発展途上国は，国際的な会計基準をレディメイドの会計基準として
採用することにより，高い水準の国内基準を速やかに設定することができるし，
その設定のためのコストを削減することができる。
第皿節において，会計基準の国際的調和化の主要な障害要因として4つの論
点を明らかにした。つまり，①各国の会計基準の基礎にある会計目的に差異が
存在していること。②各国における会計基準がその経済的影響を考慮して設定
されていること。③会計基準の調和化にさいして，税務への影響を考慮しなけ
ればならないこと。④発展途上国と先進国における情報ニーズが異なっている
こと。
第N節において，会計基準の国際的調和化の本質を明らかにした上で，調和
化の在り方に対する方向性を提示した。まず，調和化という用語の意味内容，
とくに基準化 (standardization)・統一性 (uniformi ty) といった用語との対
比において示されるその意味内容を整理・検討することによって，調和化の本
質を次の2点に集約した。つまり，①調和化は，財務諸表の比較可能性を高め
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るために会計実務の多様性(容認される代替的会計処理基準)を制限するもの
であるが，完全な統一性を目的とするものではない。②調和化は，異なる基本
的目的を有する会計基準(会計システム)を結合する試みである。したがって，
調和化は，会計目的の差異から生じる代替的会計処理基準を容認するものである。
最後に，会計基準の国際的調和化の必要性，その障害，その本質に基づいて，
会計基準の国際的調和化の在り方に対する方向性を提示した。つまり，①いず
れの会計処理基準も会計目的との関連が明らかでない場合には，もっとも一般
的に採用されている基準を容認し他の基準を除去すべきである。②ある会計
処理基準は，特定の会計目的との関連が明らかであるが，他の会計処理基準は，
会計目的との関連が明らかでない場合には，前者の基準を容認し，後者の基準
を除去すべきである。③ある会計処理基準は，特定の会計目的との関連が明ら
かであり，他の会計処理基準は，別の会計目的との関連が明らかである場合に
は，それぞれの基準を代替的な会計処理基準として容認すべきである。
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